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論文
再統一前後のドイツ経済構造
?
永 康 平
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4. 再統一後の東西移輸出入構造
5. 再統一後の東西誘発依存構造
6. 懸念される環境問題 ー CO2排出を中心に一
7. 結びにかえて
付録．バーデン・ヴュルテンベルク州との比較
1. はじめに I)
ドイツが再統一されて早くも 6年の年月が流れた。当初の熱狂と消費を中
心とした経済の活況は瞬く間に過ぎ去り，財政見通しにしても， 1対1とい
う通貨交換比率のもたらす影響にしても，連邦政府の見込み・評価がいかに
楽観的すぎたか，ということばかりが目立つ昨今である。経済は程なく不況
1)本稿は1995年度在外研究による成果の一部である。コンスタンツ単科大学における 1
年間の客員研究生活を認めて頂いた関西大学，及びProf.Dr. J1lrg Beutelに記して感謝
したい。また本稿作成にあたり， Dr. Carsten Stahmer (連邦統計局）， Dr. Werner 
Milnzenmaier (バーデン・ヴュルテンベルグ州大蔵省）， Prof.Dr. Reiner St1iglin (ド
イツ経済研究所）等からはさまざまな資料を頂き，また彼等との議論も大いに役立ったこ
とを付記しておきたい。
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に陥り， 1996年春は失業率も過去最高に達した。このような統一後のドイツ
経済を振り返る論考も数多く出されてきたが叫本稿では産業連関表を用い
て，再統一前後のドイツの経済構造に限定していくつかの分析を試みよう。
分析に用いられる産業連関表は，再統一前の旧西ドイツを対象とした1990
年表，再統一直後の東西両地域のドイツを対象とした1991年表である3)。いず
れも連邦統計局の作成によるものである。付帯表も含めこれらのデータによ
り，再統一前の旧西ドイツと，旧東ドイツを併合した後の統一ドイツの比較
という形ではあるが， ドイツの経済構造はどのように変化したかがわかる。
しかし連邦統計局の1991年産業連関表は，西側及び東側両地域を一括した統
ードイツのデータであり，東西両地域の産業連関表が別々に公表されている
わけではない4)。したがって両地域の比較や関連を考察する上では，適当では
ない。そこで，民間のドイツ経済研究所 (DIW)が作成した1991年ドイツ東
西地域間産業連関表も用いることによって，全体の変化だけではなく，東西
地域間の構造比較や，その連関の析出を試みよう 5)0
まず第2, 3節では，再統一前後におけるドイツの生産構造・就業構造の
2)邦語文献では茂木・篠田・佐久間 (1996),翻訳ではデイヴィッド・マーシュ (1995)
等が的を得ている。外国文献ではIMF(1995), DIW (1995), 特に1991年当時について
は連邦統計局 (1992), その後の東部諸州の変化については Ridinger(1995), 労働市場
の変化についてはAndreB(1996)等が適当だろう。
3) ドイツの文献では，再統一前の旧西ドイツは通常通り Bundesrepublik,旧東ドイツを
ehemalige DDR, 再統一後の旧西ドイツ地域を alteBundeslanderやfrtiheresBundes・
gebiet, 旧東ドイツ地域をneueBundeslanderなどと呼ぶことが多い。本稿では再統一
後の旧東西ドイツを東側及び西側ドイツと呼び，再統一前とは区別している。
4)作成当事者の連邦統計局によれば，今後も公式には地域別の産業連関表が公表される
ことはない，ということである。したがってドイツでは今後も，民間の産業連関表が大き
な意味を持つことになる。
5) ドイツ経済研究所 (DIW)の産業連関表は1950年代から作成されてきたが，当時より
一貫して市場連関表であり，生産連関表である連邦統計局の産業連関表とは必ずしも比
較可能ではない点に注意が必要である。 DIW表の沿革，特性，作成方法等については良
永 (1986)(1987)を参照されたい。
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変化を，連邦統計局表を用いて比較する。第4, 5節では再統一直後の1991
年における東側と西側の移輸出入構造を簡単に比較し，また両地域の相互誘
発依存関係を分析する。最後に第 6 節では，再統一によって懸念される問題•
の一つである環境問題を，二酸化炭素CO2排出量の変化に絞って考察する。
2. 再統一前後の生産構造
まず全体としての鳥廠図を得るために，産業連関表から得られるマクロレ
ベルの投入産出構造を要約した図 1と函 2を比較してみよう。 2つの国家が
統一されたにもかかわらず，規模の変化はさほど大きくはない。それは旧東
ドイツ側全体の経済規模が，旧西ドイツの 1州であるヘッセン州程度しかな
く，南部のバイエルン州やバーデン・ヴュルテンベルク州，さらには最大の
ノルトライン・ヴェストファーレン州にははるかに及ばなかったためであ
る6)。したがってここでも劇的な変化は見られないが，比較的大きな変化とし
ては，財貨の占める割合が減少していることである。中間投入に占める財貨
の割合，国内生産額に占める財貨の割合などが減少している。旧東ドイツ経
済が財貨の生産に圧倒的な比重をおき，現在先進国で起こっている経済のサ
ービス化とは全く縁遠い状態であったことを考えると，奇異な印象を受ける
かもしれない7)。しかし実際には，すでに91年には旧東ドイツ経済は製造業を
中心に崩壊に瀕しており，旧東西経済を合併しても，製造業比率が高まるこ
とはなかった。したがって，他の先進国に遅ればせながらサービス化が進む
旧西ドイツの傾向がそのまま継続し，統一ドイツに引き継がれた。
付加価値では雇用者所得の割合が高まり，その分営業余剰の割合が低くな
6)たとえば連邦統計局 (1994c)の連邦諸州の人口構造と経済力を参照されたい。
7)旧ソ連・東欧諸国のMPS方式の統計では，この事実を正確に捉えることはできない。
連邦統計局の遡及統計の作成も始まっているが，その内部資料によれば， 1987年当時国内
生産に占める財貨の比率は66.6%,中間投入に占める財貨の比率はさらに高く79.0%に
も達していた。
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った。一方最終需要では，固定資本形成の割合が高まり，その分民間消費支
出の割合が低くなった。政府最終消費の割合が，日本に比べても異常に高い
という状況には変化がなかった。
図1: マクロ投入産出図（旧西ドイツ1990年）
（単位：Mi 1 DM) 
中間投入 2,383,520DM 粗（付付加加価fi値値率2,273,490 （中間投入率 51.2 %) 価 48.8 %) 
財貨の 中サービスの 雇所 用 者得 琵 翡 闘中間投入 問投入
56.3 % 43. 7 % 57.9 % 24.3 13. 3 4. 5% 
国内生産額 4,657,010DM 輸入
財 貨 51.3 % 1 サービス 48. 7 % 595,780 DM 
総需要・総供給 5,252,790DM （輸出率 13.5% : 輸入率 11.3%) 
国内需要 4,544,320DM 輸出
中間需要 52.5% 国内最終需要 47.5% 708,470 DM 
国内生産 輸入 民消間費最支終出 政終府消最費 本固定形成資 温
85.6 % 14. 4尻 56. 7% 20.6% 22.2% . 6 
図2: マクロ投入産出図（統一ドイツ1991年）
（単位：Mi 1 DM) 
中間中 投入 2,828,960DM 
（ 間投入率 51.4 %) 
粗付（付加加価価値値率2,673,810 DM 
48. 6 %) 
中財貨の
間投入
中サービスの
間投入 雇所 用 者得 翡 翡 闘
54.7 % 45.3 % 60. 1 % 22.2 13.6 4. 1% 
国内生産額 5,502,770DM 輸入
財 貨 49.9% サービス 50.1 % 681,680 D 
総需要・総供給 6,184, 450 DM （輸出率 10.9 % : 輸入率 I.0 %) 
国内需要 5,512,910DM 輸出
中間需要 51.3 % 国内最終需要 48.7% 671,540D 
国内生産 輸入 民消間費最支終出 政終府消最費 本固定形成資 乱
86.7 % 13.3 % 55.6 % 20.6% 23. 1% .6 
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マクロで見て最も大きな変化は，輸出入の変動である。 90年には輸出が輸
入を大きく上回り，総需要に占める輸出の割合は13.5%,総供給に占める輸
入の割合は11.3%であった。ところが再統一後の91年は，輸入が大きく増加
する一方で，輸出は減少している。総供給に占める輸入の割合は11.0%と90
年とほとんど変わらないが，総需要に占める輸出の割合は10.9%と大きく低
下している。このようなドイツの輸出が減少した背景には，従来輸出対象国
であった旧東ドイツが再統一によってドイツ国内に吸収合併されたのに伴っ
て、旧東ドイツの輸出が東側への移出となり、国内取引扱いになったことが
まず挙げられるが、実は東欧コメコン市場の崩壊も大きく影響している。も
ともと旧東欧向けの輸出は，旧西ドイツではそれほど高い割合を占めてきた
わけではない。 1990年でも全体の7.8%を占めていたに過ぎないが， 91年にか
けて対EFTA諸国，対米，対アフリカ向けの輸出が減少する中で，旧東ドイ
ツも含めた旧東欧向けの輸出が158億3300万マルクと最も大きく減少し，これ
も少なからず影響している 8)0
次に表1から，産業別の生産額，付加価値額の動向も確認しておこう 9)。製
造業で最も高い成長率を挙げたのは，生産額でみても付加価値でみても事
務・情報機器であった。しかし全体に対する増加の寄与率は低く，構成比も
若干増加したに過ぎず， 1%未満であった。生産額でみて全体の増加に最も
寄与したのは食料品であるが，全体に占める構成比はほとんど変化しなかっ
た。また付加価値額でみると，食料品よりも自動車の方が増加の寄与率が高
くなっている。しかしその自動車も，全体に占める割合は生産額，付加価値
額ともに低下している。化学製品，機械製品，自動車，電気製品はドイツの
4大主要産業といわれてきたが，その構成比は低下を続け，再統一した後も
8)連邦統計局(1995a)から計算したが，さらに詳細に商品別動向等を知るには貿易統計，
統計年鑑(Jahrbuch)等を参照されたい。ただし I0表による分析は、サービス貿易を含
む点で、これらの統計とは若干異なる。
9)公表されている産業連関表は内生58部門表であるが，ここでは見通しを良くするため
に内生30部門に部門統合している。
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表 1: 再統一前後のドイツの国内生産額・付加価値額の変化
国内生産額 付加価値額
増加 構成比 増 加 構成比
成長率寄与率1990年1991年成長率寄与率1990年1991年
1農 林 水 産業 13. 8% 1 . 2% 1 . 6% 1 . 6% 9.7% 0.9% 1 .6% 1 .5% 
2竃 気・ガス・水道 25.7% 3.5% 2.4% 2.6% 22.2% 3.2% 2.5% 2.6% 
3石炭・コークス 34.8% 1.0% 0.5% 0.6% 62.3% 1 .0% 0.3% 0.4% 
4石油・天然ガス 26.5% 0.1% 0.1% 0.1% 49.9% 0.2% 0.1覧 0.1% 
5その他の 鉱 業 35.1 i o. 1 i o. a o. 1 i 20.8% 0.0% 0.0% 0.0% 
6化 学 製 品 6.9% 1.6% 4.3% 3.9% 3.3% 0.5% 2.8災 2.5%
7石 油 製 品 25.9% 1.9% 1 .3% 1 .4% ao.si 2.oi 1. a 1 .ai 
8ゴム・プラスティック 9.6% 0.9% 1 .6% 1 .5% 8.9% 0.7% 1.4% 1.3% 
9窯 業・土 石 18.2% 1.4% 1.4% 1.4% 14. 5% 1 . 0% 1 . 3% 1 . 2% 
10鉄鋼・非鉄金属 4.4% 1.0% 4.2% 3.7% 1 . 9% D. 3% 2. 5% 2. 1箕
1 金 属 製 品 22.2% 2. 5% 2. 1% 2. 2% 20.0% 2.1% 1.9% 1.9% 
12 - 般 機 械 8.0% 2.0% 4.6% 4.2% 6. 0% 1 . 4% 4. 1% 3. 7% 
13事務・情報機器 28.8% 0.8% 0.5% 0.6% 51 . 1% 1 . 2% 0. 4劣 0.5%
14自 動 車 13.7% 4.1% 5.5% 5.3% 12.9% 2.7% 3.7% 3.6% 
15その他の輸送機械 20.6% 0.6% 0.5% 0.5% 38.6% 0.9% 0.4% 0.5% 
16電 気 機 械 10. 2% 2. 3% 4. 1% 3. 8% 8. 1% 1. 9箕 4.0% 3.7% 
17精密機械・光学製品 12. 1% 0. 4% 0. 6% 0. 6% 9. 3% 0. 4% 0. 7% 0. 6% 
18製 材・木製品 1 5.9% 1 . 1 % 1 . 2% 1 . 2% 19. 7% 1 . 1 % 1 . 0% 1 . 0% 
19 紙製品• 印刷・出版 8. 1劣 0.9匁 2.1% 1.9% 9.3箕 0.9% 1 . 6% 1 . 5% 
20繊維・ 衣料・皮革 6.4% 0.6% 1.7% 1 .5% 1 . 6% 0. 1% 1 . 2% 1 . 0% 
21 食品・飲料・タバコ 16.3% 4.6% 5.1% 5. 1% 13.5% 2.5% 3.3% 3.2% 
22その他の製造業 3.5% 0.0% 0.2災 0.2% 2. 1% D. 0% D. 2% D. 2% 
23建 設・土 木 29.9% 9.2% 5.6% 6.2% 28.1% 9.1% 5. 7% 6.2% 
24商 業 20.8% 8.9% 7.8% 8.0% 22. 2% 13. 6% 10. 7% 1 . 1% 
25運 輸 18.9% 3.3% 3.2% 3.2% 13.0% 2.5% 3.4% 3.3% 
26通信・報道・郵便 13.2% 1 .0% 1 .4% 1 .3% 16.5% 2. U 2.3% 2.3% 
27金融・保険・不動産 1 9.0% 1 0.6% 1 0.1% 1 0.2% 10.4% 6.7%11.4%10.7% 
28飲 食• 宿 i白 18.7% 1. 7% 1. 7% 1. 7' 17. 7% 1 . 5% 1 . 5% 1 . 5% 
29その他の営利サービス 24. 6% 15. 9% 1 . 7% 12. 4% 24.2% 20.ei 1s. a 1s.9i 
30非営利サービス 23. 7% 16.8% 12.9% 13.5% 23.6% 18.6% 13.8% 14.6% 
31 合 計 18.2%100.0%100.0%100.0%17.6%100.0%100.0%100.0% 
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さらに低下していることがわかる。
このような製造業の傾向に対して， 91年にかけて特に成長率が高かったの
が，エネルギー関連産業，建設業，サービス業である。エネルギー関連では，
石炭，石油等の伸びは大きかったが，構成比を上昇させるほどではなく，む
しろ電気・ガス・水道が全体の増加に 3%以上貢献し，国内生産額，付加価
値ともに構成比を上昇させた。また建設業も30%近い成長率を挙げ，構成比
は6.2%にまで上昇した。旧東ドイツの住宅•建物・都市の再建が続く当面は，
この傾向が持続することが予想される。さらに図1のマクロでも考察したよ
うに，再統一によって製造業中心だった旧東ドイツを吸収・合併しても，サ
ービス化の傾向は減退することなく，商業，金融・保険・不動産，その他の
営利サービス，政府等非営利サービスなどで成長が著しかった。特に付加価
値でみると，その他の営利サービスと非営利サービスだけで，全体の30%を
上回るようになった。
次に表2から輸出入率及び自給自足率を産業ごとに見てみよう 10)。まず経
済全体としては，輸入率が31.7%から28.8%へと若干低下したにもかかわら
ず，輸出率が37.7%から28.4%へとさらに大きく 9%も低下したために，自
給自足率は106.0%から99.7%へと100%を下回ってしまった。絶えず自給自
足率が100%を上回っていたドイツ経済にとっては，異例のことである11)と言
10)ここでの輸出率，輸入率及び自給自足率は次のように定義されている。
輸出率e,=Y.,/Ye1Xl00(%) 
輸入率m戸 YM,/Y Fl x 100 (%) 
自給自足率s,=IOO+e,-m,(%)
ただし，
Y戸 (I-A)一'F:国内最終需要のために直接・間接に必要な生産額
Y戸 (I-A)→E: 輸出のために直接・間接に必要な生産額
YM= (I-A)→ M: 輸入によって直接・間接に減少する生産額
(F: 国内最終需要列ベクトル， E:輸出ベクトル，M:輸入ベクトル， A:
中間投入係数行列， I : 単位行列）
11)たとえば良永 (1990), (1995)の分析と比較されたい。
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表 2: 再統一前後のドイツの輸出入率と自給自足率
輸出率 輸入率 自給自足率
1990年 1991年 199D年 1991年 1990年 1991年
1農 林 水 産 業 23. 7% 18. 2% 54.4% 51. 0% 69.2% 67.2% 
2電 気・ガス・水道 32.9% 25.4% 28.8% 26. U 104.1% 99.3% 
3石炭・コークス 62.3% 39.0% 51.8% 41.6% 110.5% 97.5% 
4石油・天然ガス 31.8% 24.5% 122.4% 114.8% 9.4% 9.7% 
5その他の 鉱 業 107.7% 83.3% 164.8% 134.0% 42.9% 49.3% 
6化 学 製 品 122.7% 92.4% 92.9% 78.Sl 129.8% 113.9箕
7石 油 製 品 29.8% 22.1% 55. 9% 48. 9l 73.9% 73.2% 
8ゴム・プラスティック 84.1% 64.5% 61.5% 57.0l 122.6% 107.5% 
9窯 業・土 石 39.2% 29.6% 35.1% 31.9% 104.1% 97.7% 
10鉄鋼・非鉄金属 107.4% 81.3% 84.7% 73.9% 122.7% 107.4% 
1 金 属 製 品 53.7% 40.6% as.s:i; a2. n 116. 9箕 107.8%
12 - 般 機 械 109.7% 83.0% 46.7% 43.B~ 163.0% 139.3% 
13事務・ 情報機器 56.1% 36.5% 80.7% 65.6% 75.3% 71.0% 
14自 動 車 87.8% 55.5% 40.5% 38.3% 14 7. 3% 117. 2% 
15その他の輸送機械 69.9% 60.5% 65.4% sa.n 104.5% 101.8悶
16電 気 機 械 77. 6% 62.1% 57.7% 54.9, 119.8% 107.2% 
17精密機械・ 光学製品 64.5% 51.1% 52.8% 49.9~ 111. 7劣 101.2%
18製 材・木製品 25. 2% 18. 3% 29. 5% 27. 1% 95. 7% 91.2% 
19 紙製品• 印刷・出版 55.5% 43.3% 54.4% 49.3% 101. 1 % 94.0% 
20繊維・衣料・皮革 47.8% 37.0% 77.7% 74.5~ 70.0% 62.4% 
21 食品・飲料・タパコ 22. 9% 15. 7% 25.9% 23.6~ 97.0% 92.1% 
22その他の製造業 46.9% 37.7% 56.2% 56.8~ 90.7% 81.0% 
23建 設・土 木 4.8% 3.6% 3.8% 3.8% 101. 0% 99.8% 
24商 業 24.8% 18.8% 16.3% 14.2% 108.5% 104.6% 
25運 輸 62.0% 45.8% 39.2% 33.9% 122.7% 111.9% 
26通 信・報道・郵便 20.9% 15.5% 19.0% 15.2% 101. 9覧 100.2%
27金融・保険・不動産 8.5% 7.5% 6.3% 7. 1 % 102.2% 100.4% 
28飲 食• 宿 泊 21.8% 15. 1% 18.0% 15.3% 103.8% 99.8% 
29その他の常利サーピス 28.9% 23.3% 25.8% 24.8% 103. 1 % 98.5% 
30非営利サービス 1.8% 1. 5% 1. 7% 1. 5% 100. 1% 100.0% 
31 合 計 37.7% 28.4% 31.7% 28.8 % 106.0% 99.7% 
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ってもよい。
産業別にみると，このように自給自足率が100%を下回った産業として，電
気・ガス・水道，石炭・コークス，窯業・土石，紙製品・出版•印刷，飲食・
宿泊，その他の営利サービスを挙げることができる。なかでも石炭・コーク
スの低下が著しい。 1990年には自給自足率が110%もあったが，輸出率の大幅
な低下により 100%を下回っている。 100%を越えてはいるものの自給自足率
が大きく低下している産業として，一般機械と自動車を挙げることができる。
いずれもたった 1年で20%以上の低下である。他に，もともと低かった事務・
情報機器や繊維・衣料品の自給自足率がさらに低下し，製造業の中で最も低
くなっている点が注意を引く。輸入率の上昇がみられたのは，その他の製造
業や金融・保険・不動産等ごく僅かの産業であり，ほとんどの産業では，輸
入率の上昇よりもむしろ輸出率の低下によって自給自足率が低下した点が90
年から91年にかけての特徴である。再統一に伴って輸入が急増したことも事
実であるが、輸入率という形でみるとむしろ低下している産業が多く、自給
自足率には，この時点では，旧東ドイツを含む旧東欧コメコン市場崩壊の影
響の方が大きかったと言うことが出来るであろう。そしてコメコン市場が崩
壊した後は， 93~94年頃よりドイツからの中欧へのプラント・機械等の輸出
が漸増してゆくことになる 12)0 
3. 再統一前後の就業構造
それでは次に就業構造の変化を見てみよう。表3から明らかなように，ほ
とんどの産業で就業者は大きく増加している。もちろん再統一に伴って旧東
ドイツの人口が加わった影響が最も大きい。特に一貫して減少傾向をたどっ
ていた農林水産業の就業者が，42万6千人も増えて全体に占める構成比が3.9
％も上昇したのは，まさに再統一効果によるものである。増加数が多い産業
12)茂木・篠田・佐久間 (1996) も，ロシアからドイツヘという旧コメコン諸国の貿易相手
国の変遷について触れている。
43 
328 関西大学『経清論集』第46巻第4号 (1996年1月）
表3: 再統一前後のドイツの就業構造の変化（単位： 1000人）
就業者数 構成比
1990年 1991年 増加数 増加率 1990年 1991年
1農 林 水 産 業 987 1413 426 43. 2~ 3.5% 3.9% 
2竃 気・ガス・水道 256 361 105 41. 0~ 0.9% 1.0% 
3石炭・コークス 174 265 91 52.3% 0.6% 0.7% 
4石油・天然ガス 6 8 2 33.3% 0.0% 〇.0%
5その他の 鉱 業 14 32 18 128. 6~ 0.0% 0.1% 
6化 学 製 品 552 714 162 29.3% ,. 9% 2.0% 
7石 油 製 品 18 44 26 144.4% 0. 1% 0. 1% 
8ゴム・プラスティック 439 487 48 10. 9~ 1. 5災 1 .3% 
9窯 業・土 石 319 416 97 30.4% ,. 1% ,. 1% 
1 D鉄鋼・非鉄金属 685 850 165 24. 1% 2.4% 2.3% 
1 金 属 製 品 573 794 221 38.6% 2.0% 2.2% 
12 - 般 機 械 1181 1533 352 29.8% 4.1% 4.2% 
13事務・情報機器 91 118 27 29. n 0.3% 0.3% 
14自 動 車 997 1166 169 17.0% 3.5覧 3.2% 
15その他の輸送機械 105 222 117 111. 4~ 0.4% 0.6% 
16電 気 機 械 1159 1374 215 18.6% 4.1% 3.8% 
17精密機械・光学製品 233 286 53 22.n 0.8% 0.8% 
18製 材・木製品 399 511 112 28. U 1. 4% 1. 4% 
19 紙製品• 印刷・出版 501 590 89 17.8% 1.8% 1. 6% 
20繊維・ 衣料・皮革 528 560 32 6. H ,. 9% ,. 5% 
21 食品・飲料・タバコ 801 1108 307 38.3~ 2.8% 3.0% 
22その他の製造業 78 81 3 3.8% 0.3% 〇.2%
23建 設・土 木 1937 2656 719 37. U 6.8% 7.3% 
24商 業 4037 4931 894 22. n 14.2% 13.5% 
25運 輸 1041 1488 447 42. s, 3.7% 4. 1 % 
26通 信・報道・郵便 495 629 134 27. H 1. 7% ,. 7% 
27金融・保険・不動産 884 994 110 12.4% 3.1% 2.7% 
28飲 食• 宿 泊 934 1130 196 21. 0% 3.3% 3. 1% 
29その他の営利サービス 3499 4424 925 26.4% 12.3% 12. 1% 
30非営利サービス 5556 7326 1770 31.9% 19.5% 20.1% 
31 合 計 28479 36511 8032 28.2% 100.0% 100.0% 
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は，非営利サービス，その他の営利サービス，商業，建設・土木，運輸，農
林水産業，といった順で，サービス関係が上位を占めている。製造業では一
般機械，食料品，金属製品，電気機械，自動車，鉄鋼，化学製品の順に増加
数が多く，旧東ドイツの就業者を吸収していった。建設・土木も同様で， 71
万9千人を新たに吸収した。増加した就業者全体に占めるサービス就業者の
割合は55.7%であり， 1990年の旧西ドイツのサービス就業割合の57.8%を下
回ったため， 1991年には若干低下して57.3%になった。旧東ドイツから移住
して旧西ドイツに職を求めた者も含めて，崩壊に瀕していたとはいえ，依然
製造業の就業割合が高かった旧東ドイツの構造をも反映している 13)。製造業
では自動車，電気機械，紙製品，繊維・衣料などは全体に占める構成比は若
干低下したが，化学製品，金属製品，一般機械，その他の輸送機械，食料品
などでは構成比が上昇している。建設は構成比が最も大きく上昇し， 1991年
には7.3%になった。サービスでは運輸と非営利サービスで上昇しているが，
それ以外のサービスではほとんどの構成比が低下している。
それではこのような就業者の変化は，再統一に伴うどのような要因に依存
しているだろうか。産業別に就業者数の変化をその要因に分解してみよう 14)
（表4参照）。
13)連邦統計局の内部資料によれば，再統一前の1987年の旧西ドイツの全就業者に占める
製造業就業割合が30.9%であったのに対して，旧東ドイツでは39.1%であった。さらに財
貨全体に範囲を広げると．旧西ドイツが43.6%であったのに対して，旧東ドイツでは57.5
％とその差が広がる。
14) 90年から91年にかけての就業者数の増加 (L01-L••) は，以下の要因に分解される。
L9'-L90= 1/2 (/90が°十炉B•1) (F•'-F00) ・ ………………••国内最終需要拡大効果
+ 1/2(/90が°十炉Bり(E9'-E00) ……………………………輸出拡大効果
+l/4(/90+t•1) (B9'-B90) (F•0+E00+F•1+E•1) ……投入係数変化効果
+ 1/ 4 ([91-t••) (B•• + Bり (F•0+E•0+ F•1+E•1) 労働投入係数変化効果
ただし• l : 労働投入係数• B: レオンチェフ逆行列 (I-Ad)一',E: 輸出
F: 最終需要， ［は対角行列,E及びFは列ベクトル。
国内の最終需要拡大効果を，さらに各最終需要項目ごとに計算する。最後に各要因によ
る増加数を実際の増加数で割れば，各要因による寄与率が計算できる。
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表4: 就業者数増加の要因分解分析
庫輸 出投入係数労働投入
ロ ・｀費増加消費増加増 加増 加変 動変 動変 化係数変化
1農林水産 4.6:ti 2.7:ti 0.9箕 1.5翼ー11.5翼ー5.1駕 3.2覧 63.8駕
2電気・ガス・水 40.0% 6.1箕 3.51 3.5駕 2.1駕ー3.6ti 14.8覧 33.6覧
3石炭・コークス 43.0% 4. 1覧 3.41: 4.3li -2.5箕ー11.0覧 29.7覧 29.0覧
4石油・天然ガス 59.11 6.7覧 4.1% 5.3罵-164.0覧ー28.1駕 198.8覧 18.0%
5その他の鉱 5.51 0.7駕 0.8% 1.4箕 18.6覧 11.5翼ー1.7% 63.2% 
6化 学 製 20.1% 7.2箕 2.61 4.6覧 6.8箕ー10.1¥li -5. 四 73.9覧
7石 油 製 17.~ 1.2箕 0.8覧 1.5覧ー0.2% -2.5箕 8.5箕 73.51
8ゴム・プラスティック 50. 1箕 7.6覧 21.9!1. 25. 1覧 11.5覧ー16.瞑—11.5覧 11.9覧
9窯 業・土 14.2箕 3.5覧 2.6% 42.1箕ー0.2覧ー5.8覧 6.51 37.0覧
10鉄鋼・非鉄金属 15.8% 2.4翼 14.1% 13.6箕ー0.3% -2.8!1: -2.9!1: 80.2覧
1 金 属 製 12.4箕 3.01 14.1翼 18.1駕 8.9覧 -0.4箕 5.4箕 38.5覧
12 - 般 機 4.9% 1.3覧 27.1箕 2.4箕 0.7覧 -13.8覧 7.0:ti 70.5覧
13事務・情報機 9.0翼 2.7覧 33.2% 〇.8覧 88.1覧ー19.3覧ー17.1:li 2.5% 
14自 動 63.~ 2.0% 40.0箕 1.01: 4.4覧ー37.筏 8.7覧 17.9箕
3.5覧 6.2箕 10.3翼 0.3:t: 7.9箕 8.1覧ー11.1覧 74.9%
"電気纏叶 100.m 23. 匁 3.8覧 31.9翼 8.8覧ー6.5緊ー9.4駕 5.11 43.2% 
17精密機械・光 100.0:1 17 .31 20.8覧 9.9翼 2.8箕 12.1箕ー2.3箕ー4.9翼 44.4覧
18製 材・木 100.0~ 47.0:l 1.8% 15.9% 16.5% -3.8覧一7.7箕ー10.3箕 40.6%
46.8駕 16.0駕 7.6駕 9.3箕 0.1駕 -17.2翼 -15.3箕 52.6%
180. 脳 10.2% 8.8翼 6.5:li 8.1% -74.9% -33.6覧ー5.6覧
21食品・飲料・タバコ 100.0t 48. 7i 2.2% 0.51 0.5:ti 5.1箕ー9.5覧ー1.1覧 53.5駕
22その他の製造糞 100.0! 159. 謀 15.7箕 21.3覧 6.5覧 73.2覧 -58.0%-127.6% 10.0駕
23建 設・土 オ 100.01 6.6覧 2.9駕 0.6覧 63.3翼 0.1:ti -1.4:ti 10.Bti 17.2:ti 
24繭 舅 100.011 69.4罵 5.6:li 14.2:li 5.1覧 1.4覧ー3.2% 2.1駕 5.4% 
25運 肩 100.01 28.7箕 3.4覧 3.8駕 4.oi 〇.51 -7. 謀 15.1覧 51.51
26通信・報道・郵’ 100.01 48.m. 8.2覧 3.6:ti 5.0覧 0. 7li -6.0'.ti -7 .8駕 48.4'.ti
94.5覧 8.0翼 4.6覧 4.7% 0.7駕 -4.0覧 39.8駕—48.3覧
94.9箕 5.9翼 4.6:li 3.5翼 0.6駕ー7.1翼ー12.5駕 10.Dili
36.4翼 17.3:ti 6. 庫 11.1覧 1.7% -1.5駕 22.6覧 6.3駕
30非営利サーピス 100.0 10. 四 67.1駕 0.31 0.6覧 0. 1覧 -0.匹—1.4箕 23.3覧
31合 ; 100.0 31. 繋 19.7翼 7.4翼 10.6覧 0.9翼ー5.3箕 5.01: 29. 7覧
まず経済全体としては，再統一による旧東ドイツの人口の吸収・増加によ
って，民間消費需要も大きく増え，これが最も就業者増加に寄与したことが
わかる。全体の増加の約32%はこれによって説明できる。しかし驚くべきは，
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2番目に大きな要因となったのが労働投入係数の変化による効果だというこ
とである。すなわち 1単位あたりの生産に要する労働投入量が増加したこと
によって，就業者数が増加し，これが全体の約30%程度も寄与したことであ
る。逆数をとれば労働生産性の変化による効果ともいうことができ，旧東ド
イツを吸収・合併したことよって，旧西ドイツ側はともかく，全ドイツとし
ては生産性が低下したことも含意している。これが就業者数増加に 2番目に
大きく寄与したということは，混乱の中にあって本格的な再統一効果は未だ
生じていないこと意味する。設備近代化のための需要や建物やインフラの改
修・再建需要などは， 1991年段階ではまださほど大きな効果を生じさせてお
らず，旧東ドイツの市民の盛り上がる消費需要と，生産性の低いシステムを
取りあえず稼働せざるを得ない状況が生み出す雇用効果のみが突出してい
る。設備投資と建設投資は合計でも18%しか就業者数の増大に寄与しなかっ
た。また輸出が減少したために，雇用にはマイナスに作用し，全体で一5.3%
の減少効果をもったことも1991年の特徴の 1つである。
産業別にみてゆくと，主として再統一による人口増加によって民間消費が
増大し，これが最も大きな効果を発揮したのが，製造業では繊維・衣料品，
その他の製造業，自動車，ゴム・プラスティック製品などである。またサー
ビスでは，飲食・宿泊，金融・保険・不動産，商業などである。たとえば繊
維・衣料品では，輸出減少や技術変化によってマイナスの効果が生じたにも
かかわらず，民間消費需要がこれを相殺して余りあるプラスの効果を発揮し
たために，就業者は増加した。また自動車も，東側におけるトラバントやバ
ルトプルクといった時代遅れの自動車から，西側の新型車への乗り替え需要
が急増したために，再統一後に活況を呈した産業の一つであるが15),この国内
需要の増加が輸出減によるマイナス効果を相殺して就業者を増加させた。
他方で，就業者は増加するには増加したが，民間最終消費による効果より
15)多くの文献がこの点に触れているが，統計書ではたとえば日産自動車編集の『自動車産
業ハンドプック』にも詳しく紹介されている。
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も生産性の低い古いシステムの稼動が増えたことによる効果の方が大きかっ
た産業として，農林水産業，その他の鉱業，化学製品，石油製品，鉄鋼・非
鉄金属，一般機械，その他の輸送機械，等々がある。これらの産業では，東
側の古い生産設備が最新のものに置換され，それが稼動することによって生
産性が向上してゆくと，就業者数の増加にはマイナスの効果を持つものと思
われるが， 1991年段階ではプラスの効果であった。最もこの効果が大きかっ
たのは鉄鋼・非鉄金属で，その増加した就業者16万5千人の80.2%はこの効
果によって説明できる。
他に，設備投資が就業者数の増加に大きな効果を発揮した産業は，自動車，
電気機械，一般機械であり，建設投資が大きな効果をもった産業は建設・土
木，窯業・土石などである。また輸出の減少は多くの産業で就業者の増加に
マイナスの影響を与えたが，特に繊維・衣料，その他の製造業などではマイ
ナス50%を越えており，以下，自動車，石油・天然ガス，鉄鋼・非鉄金属，
事務・情報機器の順にマイナス効果が大きかった。
4. 再統一後の東西移輸出入構造
周知のように，再統一後，膨大な西側の資金が東側の復興に注ぎ込まれ，
これが西側の財政や市民生活の圧迫となっている。財政均衡法によって，か
つては再分配に与ることのできた西側諸州も，貧困な東側諸州への分配する
側となっている 16)。この東側に注ぎ込まれた資金はどうなったか。消費にして
も投資にしても，実はかなりの額が膨大な西側からの移入への支払という形
で西側に還流している。さらに第3国からの輸入も含めた移輸入総額では，
実に東側の付加価値総額を越えている17)。これが東西間地域産業連関表を記
16)茂木・篠田・佐久間 (1996)やIMF(1995)はこのような西側から東側への所得移転
の解明に一つの重点を置いている。
17)連邦統計局 (1992)がいち早くこの事実に触れ， Filip-Kllhn& Stl!glin (1994 b) も
地域間産業連関表の作成に携わる中で確認している。
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述的にみた場合にまず看取される最大の特徴である。いずれにしろ，国レベ
ルであれ，地域レベルであれ，移輸入が付加価値を越えているというのは，
異常事態というべきであるが，
の復興援助であった。
このような事態を可能にしたのも，西側から
1991年の東西地域間産業連関表から，東西間及び第3国との間のフローを
マクロ的に要約するならば，次の図3のようになる。
西側から東側への移出は，中間需要向けと最終需要向けを合わせて約1505
億マルクになり，輸出も含めた移輸出全体の18%に達している。一方，東側
から西側への移出は，中間需要及び最終需要として約236億マルクであり，移
輸出全体の52.2%と半分を越えている。いずれも中間需要よりも最終需要と
しての輸出の方が多くなっている。東側にとっては，西側への移出よりも西
側からの移入の方が圧倒的に多いが， これは第3国との輸出入に関しても同
図 3: 東西両地域及ぴ第 3国の移輸出入関係 (1991年）
中1l1冨要(60.05)
贔終霜要(90.43)
移1lJ合計(150.48)
（単位： 10儲マルク）
?． ． ?
?
． ． ?．??
?． ． ?? ?
?． ． ?
ッ
?． ． ?
? ?． ． ??． ． ?
? ??． ． ?
?
?•• 
??
•• ，?． ． ?
? ?． ． ?，?． ． ?
ィ
?
． ． ???． ． ?，?•• ， ．
?
ぃ?
•• ，?•• ??
••• 
? ? ? ?
?
?
．?
? ? ?
?
??
? ?? ?? ??
＿? ?
＿?
）???
?????
， ? ?
?
，?
?
? ?
? ?
??? ?
? ?， ? ?
?
,• ?
，?
? ?，?
•• 
． ． ?
． ． ?•• 
•• ．?•• 
．?? ?
． ． ?•• 
． ． ?
•• 
?????? ???
???????
ッ ?
•• 、 ．
、???． ． ?
?
?． ． ?
?
． ． ???
、???． ． ?，?． ． ?
ィ??
?． ． ?
?
、 ．
?
． ． ?
?．
． ． ??． ． ??
． ． ??． ． ?． ． ??
? ?． ． ?
?
? ??． ． ?
?． ． ?
?
?． ． ?． ． ?
?． ． ??． ． ?
?． ． ?? ?、 ．． ． ?
、 ．、 ．
?
?
?
• ??
? ?? ?
?
、 ．??
? ? ?
、 ．、 ?
、 ．??
、 ?、 ．
? ?
、 ?、 ?
、 ．、 ．
? ?? ?
?
?
? ?
、 ．
?
??
? ? ? ?
? ?
、? ?
、 ?
、 ?
?（
中闘田聾(7,41) 
最終冨要(16.21) 
移Il合計(23.82)
第
?
国
49 
334 闊西大学『経渭論集j第46巻第4号 (1996年1月）
様で，輸入が輸出の約3倍に達している。輸入の約82%は最終需要としての
輸入である。これに対して，西側の輸入は輸出よりは少なく，その約61%は
中間需要としての輸入である点で東側とは対照的である。西側の移輸入も多
いが，しかし付加価値総額に対して29%程度である。東側の移輸入は合計で
約2187億マルクにも達しており，これは東側の付加価値総額の約1780億マル
クを23%も上回っている。この点でも西側とは異なっている。
ではさらに詳しく西側に依存した東側の構造を分析してゆくことにしよ
う。まず西側・東側の移出率・輸出率及び移入率・輸入率を比較してみよう。
ここではもちろん移出入は東側あるいは西側との財貨・サービスの売買を意
味し，輸出入はそれ以外の第3国との交易を意味する。移出率・輸出率は国
内生産額に占める移出・輸出の割合，移入率・輸入率は国内生産額に占める
表5: 西側と東側の移出入率比較
移出率 輸出率 移入率 輸入率
西側 東側 西側 東側 西側 東側 西側 東側
1農林水産業 0.3% 7.2% 3.8% 0. 0% 11.4 13.6% 1. 3% 
2エネルギー 0.2% 0.4% 0.8% 0.0% 7.9 9.2% 1. 2災
3鉱 業 2.9% 7.2% 0.9% 0.0% 7.9 4.6% 1. 9% 
4基礎生産財 3.7% 22. 8% 15.1% 0.5% 22.5 17.6% 5.8% 
5投 資 財 3.8% 37.2% 20.2% 〇.3% 19.5 13.6% 6.0% 
6消 費 財 1.8% 26.6% 22.9% D. 3% 17. 1 16.3% 6.8% 
7食 料 品 4.5% 9.7% 3.8% 0. 2% 19. 7 15.2% 9.1% 
8建設・土木 3.0% 〇.5% 0.5% 〇.0% 21.3 4.7% 5.0% 
9商 業 3.3% 5.8% 7.2% 0.0% 14.2 2.5% ,. 7% 
10運輸・通信 5.9% 9.7% 13.0% 0.0% 32.4 6.2% 4.6% 
1 金融・保険 0.5% 0.5% 1. 6% 0.0% 16.2 1.8% 3.2% 
12不 動産 0.0% 0.1% 0.0 0.0% 39.5 0.1% 3.2% 
13他サーピス 3. 1% 3.2% 2.2% 0.1% 16.7 2.3% 0.8% 
14政 府 3.7% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0 0.0% 0.0% 
15非営利民間 0.6% 0.0% 〇.0% 0. 2% 19.4 1 .2% 1.8% 
16合 計 3. 1% 6.5 13.9% 6.0% 0.2% 16.5 8.4% 3.4% 
注：移輸出率は、国内生産額に占める移輸出割合
移輸入率は、国内生産額に占める中間需要輸入割合
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中間需要としての移入・輸入割合で定義されている 18)0
西側は全体としての移出率は3.1%であるのに対して輸出率は13.9%と，輸
出率の方が圧倒的に高くなっている。一方東側は全体の輸出率は 6%,移出
率は6.5%であり，西側への移出率の方が高く，移輸出市場においても大きく
西側に依存することとなった再統一後の情勢の一端を反映している。産業別
に見ると，西側の移出率はかなり低く，最も高い運輸・通信ですら5.9%に過
ぎない。以下，食料品，投資財，基礎生産財，運輸・通信といった順である。
しかし東側にとっては，西側への移出は大きな意味を持っている。特にその
他の営利サービスでは，西側への移出率が26.7%にも達し，大きな販路とな
っている。基礎生産財や消費財も10%を越える移出率である。西側にとって
は移出よりも輸出の方が大きな意味を持っているが，特に投資財，消費財，
基礎生産財などでは，国内生産の20%以上が輸出されている。東側にとって
も，特に消費財や投資財，運輸・通信などでは輸出率が高く，西側への移出
率を大きく上回る結果となっている。
一方移入では，東側の西側からの移入が額・率ともに大きく，生産におい
ても西側に大きく依存することになった東側の現状が浮き彫りにされてい
る。不動産，運輸・通信，基礎生産財，建設・土木といった順に移入率が高
く，西側への依存は製造業に限らず，政府サービスを除くあらゆる産業に及
んでいる。しかし西側の東側からの移入率はかなり低く，最高でも基礎生産
財の0.5%に過ぎない。逆に西側は，東側からよりも第3国からの輸入率の方
が高くなっており，基礎生産財の17.6%を筆頭に，以下消費財，食料品，農
林水産業，投資財と続く。東側も中間財としての輸入に依存してはいるが，
それは西側からの移入よりは割合が低く，最高でも食料品の9.1%であり，各
産業とも移入率よりはかなり低くなっている。
次に移輸入の構成比及び移輸入割合を，各需要項目別にみてみよう（表6
18)移輸入率をたとえば総供給に占める移輸入額として定義していないのは，この地域間
産業連関表が非競争輸入方式で作成されているためである。
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参照）。まず移入の構成をみると，図3でも見たように，東側は西側からの移
入の約4割が中間財としての移入であり，最も高い割合である。また民間最
終消費としての移入も33%を占めており，この2つだけで7割を越えている。
一方西側の移入は，約4割が移出のための移入である。続いて民間最終消費
が約3割を占める。中間需要としての割合は約2割と東側よりもはるかに低
く，ほとんどが最終需要向けの移入であるという特徴をもっている。ところ
が輸入構成をみると，移入構成とは逆に，西側は約半分が中間投入のための
輸入であり，東側は約6割が民間最終消費のための輸入である。移入とは異
なり，輸入はほとんど最終需要向けである東側の状況が明らかとなる。
表6: 西側と東側の中間•最終需要移輸入構成・割合比較
移入構成 輪入構成 移入割合 輸入割合 国内自給率
西側東側 西側東側 西側東側 西側東側 西側東側
中間需要計 19. lti 39.4 8.4駕 3.4 91.4覧 80.1覧
民間消費 29.31 33.D 11.4駕 22.5 87.8駕 50.5覧
政府消費 5.2ti 11.4 3.4箕 3.5 96.1覧 76.4覧
設備投資 6.2覧 10.5 29.61 22.3 69.5覧 38.01
建設投資 1.2覧 4.4 1.6箕 4.7 98.31 79.61 
在庫変動 0.0翼 0.0 -68.5駕 0.0 168.5駕 100.0翼
域内最終計 41.8駕 59.3 10.9覧 15.6 88.5罵 59.2覧
移 出 39.0駕 1.3 23.2覧 o.o 69.3覧 95.0%
輸 出 0.0% D.D 11.3箕 18.3 88.7覧 81.7%
最終需要計 80.9罵 60.6 11. 7覧 14.3 87.4覧 63.6覧
全合計 100.D覧 100.D 9.8覧 9.2 89.8覧 71.3駕
また表6からは，各需要項目に占める移輸入の割合もわかる。たとえば，
西側の中間需要に占める東側からの移入は，割合にしてたったの0.2%に過ぎ
ないのに対して，東側の中間需要に占める西側からの移入の割合は16.5%に
も達しており，ここにも西側に依存せざるを得ない東側の現状が明確に表わ
れている。最終需要では，東側は設備投資で39.7%も西側からの移入に依存
しており，以下民間消費の27%,政府消費の20.1%,建設投資の15.7%とい
う順に移入割合が高くなっている。最終需要全体として22%,中間需要も含
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む総需要全体として19.5%が西側に依存している。一方，西側の東側への依
存度はこれに比べて極めて低く，最終需要全体としても僅か0.9%に過ぎな
い。輸入に関しても，特に民間最終消費や建設投資，輸出などでは東側の第
3国からの輸入割合が高い。しかし中間需要や設備投資に関しては，西側の
輸入割合の方が高くなっており，その結果総需要全体としては西側の方が高
くなってはいるが，東側との差はごく僅かである。
最後に，移入割合と輸入割合を 1から引いたものを自給率として定義し，
西側と東側とを比較したものが，表6の一番右側の列である。これをみると，
西側と比べてもいかに東側の自給率が低いかがわかる。中間需要においても
西側よりも11%程度低く，民間最終消費は50.5%,設備投資に至ってはたっ
たの38%に過ぎない。最終需要全体として63.6%,総需要全体としても71.3
％という状況である。これではせっかく最終需要が発生しても，まず西側や
第3国の外部に漏出してしまうし，東側内部に向かった需要も，それに対応
する生産の過程でさらに外部に流れていってしまうであろう。これこそが
1991年段階で東側の抱えていた幾つかの問題の一端を明らかにしていると思
われる。そこで節を改めて，東西間の誘発連関構造を分析することにより，
東側の西側への依存状況を生産誘発という観点からさらに考察してみよう。
幸い DIWの産業連関表は東西地域間産業連関表であるため，東西の連関・依
存構造を分析しやすいという特徴をもっている。
5. 再統一後の東西誘発依存構造
表7は，最終需要の生産誘発依存度を示したものである。この表は東西両
地域の各最終需要の生産誘発額を行列形式でまず求め，それを行方向に構成
比をとったもので，東側あるいは西側の各産業の生産を直接・間接に誘発し
ている各最終需要項目の割合を示している。たとえば，西側の農林水産業の
生産は，西側の民間消費によって最も高い割合である64.8%が直接・間接に
誘発されており，次いで第3国への輸出によって20.7%が誘発されている。
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東側の最終需要にも依存しているが，最大でも民間消費の3.7%であり，東側
の最終需要には全体として4.8%依存しているに過ぎない。最も東側の最終需
要に依存している西側の産業は，運輸・通信であり，約10%依存している。
以下順に，鉱業，基礎生産財，食料品，その他の営利サービスなどが東側へ
の依存度の高い西側の産業である。しかし西側全体としては，東側の最終需
要にはたったの5.5%依存しているに過ぎず，輸出と比べれば約5分の 1程度
にすぎない。逆に東側の生産の西側の最終需要への依存状況をみると，最も
高いのがその他の営利サービスで，東側の生産の 3割近い27.8%が西側に依
存し，中でも西側の民間最終消費に23.1%依存している。基礎生産財の生産
も， 22.2%は西側の最終需要に依存して誘発されており，その他の営利サー
ビスに次ぐ高さとなっている。他に農林水産業や投資財，消費財，金融・保
険，非営利民間団体サービスなども，生産の10%以上は西側に依存している。
全体としては9.9%を西側の最終需要，特に民間最終消費に大きく依存した形
となっている。
次に表8は，各最終需要の地域別生産誘発産業割合を示している。この表
は東西両地域の各最終需要の生産誘発額（行列形式）を，列方向に構成比を
とったもので，それぞれの最終需要が誘発している生産額のうちどの程度を
東側あるいは西側の各産業が占めているか，その割合を示したものである。
たとえば，西側の民間最終消費は両ドイツに生産を誘発するが，計算ではそ
のうち西側の産業には99%,東側の産業にはたったの 1%の誘発が生じるこ
とを示している。そして驚くべきは，東側に生じた民間最終消費の波及効果
である。東側には生産誘発総額の50.5%しか波及せず，西側には49.5%も波
及する。これは生産誘発の漏出としては異常に高い割合であると言っても過
言ではない。全誘発額の約11%は，西側のその他の営利サービスで誘発され
ている。その他西側の運輸・通信，投資財，基礎生産財などにも多くの波及
効果が及ぶ。一方自地域の東側には，商業が全体の約8%と最も高くなって
いることをみても，いかに製造業等への誘発効果が少ないかが分かる。製造
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業よりもむしろ営利サービスや金融・保険，不動産，運輸・通信，エネルギ
ー等への波及効果が目立つ。最も西側への依存度の高いのが設備投資で，誘
発効果の実に60%以上が西側に生じている。これも西側の機械・設備等に依
存して生産せざるを得ない東側の苦しい状況を明らかにしている数値であ
る。生産誘発総額の32.8%が西側の投資財産業の生産誘発へと向かっている。
投資財以外にも，エネルギーや鉱業などのごく僅かな産業を除いて，軒並み
西側の産業への誘発の方が大きくなっている。建設投資や政府最終消費にお
いてさえ， 30%以上は西側の生産誘発となっている。また第3国への輸出も，
全体としては25.8%が西側の誘発となっており，輸出をしてもその国内生産
への効果は 4分の 3に減退してしまっている。これらの東側の各最終需要の
合計として，その生産誘発総額の43.5%が西側への誘発として漏出している。
一方，西側から東側へはたったの0.8%の漏出に過ぎない。これらのことを考
えるならば，二つの国の再統一とはいっても，その内実は東の西への一方的
依存であり，一つの地域が西側に編入されたといっても過言ではない状況は
統計的にも明らかである。
最後に，よりビジュアルな形で東西の産業間のフローをまとめておこう。
図4及び図5は，東側の民間最終消費及び設備投資のために，東側と西側の
双方を含む全ドイツで，どの程度の中間財取引が各産業間でなされているか
を，分かりやすいように 3次元棒グラフにしたものである 19)。総額ではどの程
度東西間で生産誘発の波及が起こるかは既に表8で見たが，このグラフを見
るとさらに，そのための産業間の取引状況がわかる。東側の移入は，最終需
要として直接西側から移入する財貨・サービスと，東側で生産する過程で，
西側から原材料等の中間財として移入する財貨・サービスとに分けられるが，
ここでの対象も，表8のようにこの両者を生産するための東西各産業間の中
間財取引である。その額はかなりに上っていることは，西側産業から東側産
19)計算式は， AdX,ただし Xは列ベクトルX=(Iー が）一IFを対角行列にしたもの。
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業への供給（産出）を見れば一目瞭然である。それとともにこれら中間財移
出のための取引が西側内部で行われ，それは東側内部の取引をも上回る大き
さであることも看取される。実際，西側内部で行われる取引は，東側内部の
取引を100億マルクも上回り，これに伴い発生する付加価値額もほぼ東側に匹
敵する大きさである。民間最終消費の場合は，西側内部でサービス産業から
各産業への提供額がかなり大きいことも，その特徴の 1つである。
図5も同様に，東側の設備投資のために行われる東西の各産業間の中間財
取引を表した図であるが，これを見ると，東側における取引が少ないために，
図4よりもいっそう西側内部における取引が際立っている。実際， 80億マル
クほど西側内部の取引の方が多く，それに伴う付加価値は140億マルクも西側
の方が多くなっている。そして最も取引額が多いのが，西側に於ける投資財
産業の内部取引であり，東側に於ける投資財産業の内部取引は，この約半分
に過ぎない。これを見ても，現状では投資は東側において，生産や労働誘発
のための需要効果はあまり期待できず，将来の生産力増強，内発的発展のた
めの供給サイドの強化という面しか期待できないことがわかる。
6. 懸念される環境問題ーCO2排出を中心に一
ドイツは最も早くから環境問題に力を入れてきた先進国の一つである。こ
こでは二酸化炭素の排出を中心に考察するが，この問題も旧西ドイツではノ
ルトライン・ヴェストファーレン州が1970年代から取り組んでいる20)。統計を
みても，旧西ドイツでは確かに二酸化炭素の排出が急増したという事実はな
い。たとえば図6は， 90年代に本格的な整備の始まった環境経済計算統計の
数値を図にしたものであるが刑これを見ても，再統一前後は微増している
が，少なくとも80年代は逓減傾向にあったことがわかる。少なくとも大気汚
染関係では，先進国の中でも最も良好な傾向を示してきた国の一つであるこ
20)環境問題専門家勧告 (1978)等を参照。
21)連邦統計局 (1994b)の環境経済計算参照。
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図6: 旧東西ドイツの二酸化炭素排出量
（単位： 100万トン）
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とは確かである。ところが旧東ドイツでは，全く逆の傾向を示している。す
なわち再統一前後は低下しているものの， 80年代は二酸化炭素の排出量は逓
増していた。これこそが懸念されていた旧東ドイツの環境問題の 1つであ
る22)0
周知のように旧東ドイツでは，埋蔵量の豊富な褐炭 (Braunkohle)に依存
したエネルギー供給が行われ，工場等でもさしたる防除手段も採られないま
ま褐炭が用いられ，大気汚染が悪化していた。二酸化炭素含有量のより少な
い石油は，自動車等を除いてほとんどが外貨獲得のための手段であった。そ
の自動車も，燃焼効率の悪い僅か数種類の乗用車とバス・トラックが，白煙
を撒き散らかしながら走っている有様であった。様々な点で環境に与える影
響は深刻になりつつあり，この点でも旧東西ドイツの格差は歴然としてい
た23)。図 7は人ロ一人当たりの排出量を計算したものであるが，80年代には格
22)翻訳では UlrichPetschowの環境レポートが包括的である。
23) Egon Holder (1992)は，執筆当時連邦統計局長を務めていたが，彼が編者となったこ
の本は旧東ドイツ時代の生活，労働，経済，環境等を統計的に知る上で不可欠の 1冊であ
ろう。いかに褐炭への依存が環境を破壊したかも詳しく書かれている。
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差はむしろ開きつつあった。また図8は，国内生産額 (GDP)当たりの排出
量であるが，これを見ると，同じ額を生産するにしても，環境に与える負荷
が数倍大きかった旧東ドイツの状況を推測することができる 24)0
さて，このような旧東西両ドイツが再統一されて，もちろん二酸化炭素の
排出量は旧西ドイツ時代に比べて大きく増大したことは言うまでもない。経
済的には旧西ドイツの 1州分しかないにもかかわらず，環境汚染の程度はそ
れよりも遥かに大きかったからである。それでは，二酸化炭素の排出量増加
の主たる原因は何に求められるだろうか。再統一によって旧東ドイツの人口
が加わり，消費や生産も増えたからだろうか，それとも環境にも負荷の大き
い東側の生産システムを抱え込むことになったからか，あるいは他の需要因
や生産技術（投入係数）変化に因るものなのか。要因分解分析によってみて
みよう 25)0 
表9は，再統一前後のドイツにおける産業別及び民間最終消費の二酸化炭
素発生量，産業別構成比，増加率，及び増加要因の寄与率等を分析したもの
である。まず発生増加量の欄をみると，各産業及び民間最終消費ともに例外
なく大きく増加している。特に他を圧倒して大きく増加しているのが，電気・
ガス・水道である 26)。これはもちろん，東側の二酸化炭素排出量が極めて多い
褐炭発電所が，再統一によって統ードイツに組み込まれた影響である。発生
の構成比の欄を見ると，この産業が全体に占める割合も大きく上昇しており，
24) 90年以前の旧東ドイツの国内総生産 (GDP)も，名目額については推計されているが，
1991年価格のものは未だ正式のものは利用可能ではないため，旧東ドイツについては
1991年の排出量のみ計算した。
25)計算式は，基本的には注14の式と同様である。ただし，労働投入係数ベクトルの代わり
に，二酸化炭素排出係数を用いる。各産業及び民間最終消費による二酸化炭素排出量は，
産業連関表の付帯表として公表されている。
26)二酸化炭素排出総量に占める電気・ガス・水道のための二酸化炭素排出量割合が最も高
いという事情は，日本でも旧東西ドイツでも同様である。たとえば1985年に日本では28
%, 1986年に旧西ドイツでは34.7%で最も高かった。しかし日独では事情がかなり異な
る。 Yoshinaga(1996)の日独比較等を参照。
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図7: 旧東西ドイツの人ロ一人当たり排出量
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いかにこの発電方式を転換してゆくか，ということが一つの大問題であった
ことも暗示している。次に発生量が大きく増加したのは，最終需要局面の民
間最終消費による二酸化炭素発生である。全体に占める構成比自体は低下し
ているものの，電カ・ガス・水道に次ぐ構成比の高さである。他に全体に占
める構成比が高い産業は，鉄鋼・非鉄金属，運輸，窯業・土石製品，化学製
品，非営利サービスなどであるが，これらの産業の排出量構成比はいずれも
低下している。逆に構成比が上昇しているのは，電気・ガス・水道を筆頭に
農林水産業，石炭・コークス，金属製品，一般機械，繊維・衣料品などであ
る。
さて，このような二酸化炭素の増加をもたらした要因は，表9の右側の欄
から見て取れる。産業全体としては，二酸化炭素排出量増加の45.1%は排出
係数の上昇（悪化）によって説明できる。これが最大の要因となっている。
やはり環境負荷も古い生産システムを抱え込んだことが大きく影響してい
る。次に大きな要因となっているのが，民間最終消費の増大による効果であ
り，再統一によって人口が増加した影響が表れている。全体の32.1%は，こ
れによって説明される。そしてこの二つの要因だけで，全体の 8割近い説明
が可能である。設備投資や建設投資の寄与率は10%にも達せず，むしろ政府
消費の方が大きい。また輸出はやはりマイナスとなっており，輸出の減少は
二酸化炭素排出の減少につながることを示している。民間消費から輸出まで
の各最終需要項目の寄与率を加えたものを最終需要拡大効果とし，残りの投
入係数及び排出係数の変化による寄与率を加えたものを技術変化効果とする
ならば，前者は44.8%であるのに対して，後者は55.2%と10%以上前者を上
回っている。
産業別に見るならば，やはり多くの産業で排出係数の変化による効果が最
も大きくなっていることがわかる。たとえば一般機械，繊維・衣料品，その
他の製造業などでは80%を越える寄与率である。また化学製品，ゴム・プラ
スティック，電気機械で70%以上，農林水産業，石炭・コークス，金属製品，
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飲食・宿泊などでも60%を越えている。それに対して，民間最終消費の増加
が二酸化炭素排出量増加の最も大きな要因となったのは，石油・天然ガス，
石油製品，鉄鋼。非鉄金属，製材・木製品，食料品。飲料・タバコ，そして
商業運輸，通信。報道，その他の営利サービスといったサービス関連産業
である。その他の要因では，精密機械・光学製品や非営利サービスでは政府
最終消費の増加が，自動車以外の輸送機械では設備投資が，そして窯業・土
石製品では建設投資が最大の要因となっている。
7。結びにかえて
以上，再統一前後の統一ドイツの経済構造の変化と再統一直後の東西間依
存構造を中心に考察し，環境問題についても若干触れた。再統一に影響され
て生産構造が変化したことは確かである。しかしそれは予想ほど大きな変化
ではなかった。一つには東側の経済規模が西側 1州程度しかなかったこと，
さらに再統一直後は東側経済が製造業を中心に瀕死の状況にあったことなど
が考えられる。しかし就業構造においては，生産構造以上に大きな変化がみ
られ，再統一によって各産業における就業者数は大きく増加している。分析
によれば，その増加の一番の原因は民間最終消費需要の拡大にあるが，二番
目の要因として，非効率な古い生産システムを包含したことによる影響も無
視できないことを指摘した。そしてこの要因こそがまた，環境問題では最も
大きな要因となっている。
第6節では，環境問題についても二酸化炭素の排出に絞って若干考察した。
今日では，国連深境経済統合勘定にみるように，環境統計や環境勘定も国民
経済計算に加味して考察する必要が生じている27)。特に統一ドイツの場合は，
環境への負荷が大きかった旧東ドイツを，環境問題に配慮しつつ再開発して
ゆく必要に迫られており，環境指標は重要である。少なくとも1991年段階に
27) UN (1993), 連邦統計局 (1994b),Dr. Stahmer (1992)などを参考にされたい。
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おいて統一ドイツは，東側を吸収・合併することによって二酸化炭素排出係
数が上昇し，これが最も大きな要因となって二酸化炭素の排出量が増加した
ことがわかった。
第4---5節では，西側と東側の移輸出入地域連関構造も分析された。中間
需要から最終需要に至るまで，西側に大きく依存した東側の姿が明らかとな
った。せっかく東側の民間消費需要や資本形成需要が高まったとしても，そ
れはかなり西側に漏出してしまい，西側からの移入で満たされる。こうして
東側の生産誘発にはなかなか結びつかない。それは東側の供給サイドに未だ
基本的な問題があり，需要がそのまま東側に向かわないためである。
周知のように，旧東ドイツも旧コメコン市場にあっては，旧西ドイツのよ
うに輸出大国であり，国内生産の2割以上も輸出に依存していた28)。ところが
政治決断による 1対1の旧東ドイツマルクの交換比率によって突然輸出競争
力を失い，なおかつこのように西側へ西側へと向かう東側域内需要によって，
東側の生産はかなり落ち込んだ。これが文化的・政治的・思想的等さまざま
な理由によって再統一前から西側に移住していった人々の他に，賃金格差や
就業とその安定といった経済的誘因による移住を増やしている。そしてこれ
がまた域内人ロ・需要の減少とともに，熟練労働力の減少といった供給サイ
ドの問題も惹起している29)。この悪循環こそが持続する高い失業率の一因で
あることは間違いない。根本的に東側をテイクオフさせ，順調な軌道に乗せ
28)連邦統計局非公開内部資料によれば，サービスも含めた1987年の旧東ドイツの輸出依
存度は22.2%であり，旧西ドイツの25.6%と大きく異なるものではなかった。
29)東から西へという人口移動の動きは，小林(1996)が詳しく分析している。ただしデー
タは1990~1991年当時のものである。現時点での最新データは連邦統計局 (1995c)に掲
載の93年データである。 P.80のWanderungen innerhalb Deutschlands 1993 nach 
Herkunft und Zielをみても，数は減ってきてはいるが，再統一後も東から西へという人
口の動きは止まってはおらず，ノルトライン・ヴェストファーレン州やバイエルン州，ニ
ーダーザクセン州などへの流入が続いている。 Koller(1992)はIABの調査結果として，
東から西へと移住した者は，東側の年齢構成よりも若い者や単身者が多く，また職業的に
は職業訓練を積んだ者，専門労働者が多いことを報告している。
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るためには，西側からの移入による生産設備の近代化，生産システムの効率
化，労働者の教育・訓練と熟練化，近代化した設備による高い品質と国際競
争力のある製品の開発，といった供給サイドの改革から始めてゆかねばなら
ないだろう。再統一後6年を経過した今なお，道路や鉄道，建造物など都市
のリストラの粉塵に煙る東側諸都市を見ても，これには10-20年というタイ
ム・スパンを要することだろう。
付録．バーデン・ヴュルテンベルク州との比較
最後に付録として，東側とバーデン・ヴュルテンベルク州との簡単な比較
をおこなう。既述のように，東側諸州の経済規模は全体でも西側の中規模1
州程度であり，州レベルの比較も試みてみる価値があるだろう。ここではド
イツ内の他の地域との連関の程度が，東側5州とバーデン・ヴュルテンベル
ク州（以下バーデン州）とではどちらが強いかを生産誘発効果に限って考察
してみよう 30)0
図9: 最終需要（東側域内）のための中間財取引（西側域内）
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30)計算に用いたのは， Milnzenmaier(1989)が作成したバーデン州とその他の西側諸州
との間の地域間産業連関表である。ただし対象年が1982年であること，産業分類が東西地
域間の産業連関表と若干異なるなどの点で，比較可能性は限定されている。 67 
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図1D : 最終需要（パーデン州域内）のための中間財取引（パーデン州域外）
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まず図9は，東側域内の各産業に1000単位の最終需要が生じた場合に，こ
れを満たすために必要な西側域内の各産業間の中間財取引を図にしたもので
ある。また図10も同様に，バーデン州内の各産業に生じた1000単位の最終需
要を満足するために，バーデン州以外の（東側を含まない）地域で，各産業
間にどのような中間財取引が生じるかを示したものである31)。このように最
終需要の規模を等しくした状態で，両図を比較してみよう。幾つかの産業間
取引では図10の方が多くなっているものの，全体として眺めると，図9の方
が取引額の多い産業が顕著である 32)。これは東側5州の方がバーデン州より
も，域外の各産業間取引に依存している割合が高いことを意味している。
31) この付録の図はすべて，注19に示した式で計算し図にしたものである。
32)実際の数値では，図9における総取引額（西側域内）が3449.9単位であるのに対して，
図10における総取引額（バーデン州域外）が3083.6単位である。
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図11:最終需要（西側域内）のための中間財取引（東側域内）
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図12: 最終需要（バーデン州域外）のための中間財取引（バーデン州域内）
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逆に，図11は，西側の各産業に1000単位の最終需要が生じたときに，これ
を満たすために必要な東側各産業間の取引を示している。同様に図12も，バ
ーデン州以外の諸州（東側を含まず）に生じた1000単位の最終需要を満足す
るために，バーデン州内で必要な産業間取引を示している。一見して図12の
取引の方が図11の場合よりも遥かに多く，東側各産業間の取引は極めて少な
いことは明らかである。すなわち，西側の東側への依存度は，東側を一つの
州として考えてバーデン州と比較しても，かなり小さいという結論に達する。
東側を再統一してみれば，実は西側の 1州程度の経済力しかないことが暴
露されたが，ここでのバーデン州との比較をみればさらに， 1州程度とはい
っても，西側地域に，より大きく，しかも一方的に依存した特殊な 1州とな
っていることもわかる。
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